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" (192) 

寡占と「差額地代」的価絡原理 (2)

"タインドノレとジロス・ラピーニの寡占価格論

大崎正治

日次

I 問題の所在

E 不完全艶争の反省

r差額地代」原理と「差額地代」の源泉

官 競争一一価格低下のメカニズム〔以上前稿)

V 寡占一一価格の下方硬直性(以下本稿〕

百 寡占のメカニズム

買 寡占価格の下限と上限

祖むすび

V 寡占←一司価格の下方硬直性

(1) スタインドノレにあっては，技術進歩に伴う寡占的トラン旦プオメーションの特徴

は以下の三点にある ①価格の下方硬直性，②超過利潤0)固定，③設備能力の過剰a

したがって競争における費用格差原理(短期のみ妥当する1りでは，価格はつぎの(1)'

式のようにあらわされるのに対し，寡占の差額地代的価格原理〔長期にも貫かれる〉で

は(2)式のように示される。

P=K+α 

P=K+a十β

(1) 

(2) 

ただし Pは価格，Kは競争産業の限界企業のコストを， αはその限界企業が得た正

常利潤壱，同は寡占産業の限界企業自身が得る超過利潤壱あらわすものとする。

ところで， すでに示した刺潤画数りはより厳密に示すとつぎの通りである o 費用を二

つに分けて販売高単位当り比例費を K"総固定費を K，とすると，総資本資産にたいす

る粗利潤(支払利子を含む)率は

e=争iο 町+与 (3)。
υ 前稿. r経済論叢J94巻 4号. 65ページロ

2) e胃 F(仏前向上。
3) 支払利子をふくむ粗刑潤額を E とすると

E=eZ= (I-K1) S-K2 (1) 

e= (1-K1)-4---~2 臼)z z 



寡占色「差額地代」的価格原理 (2) (193) '" 

5， U， k，はそれぞれ販売高，能力利用度，資本集約度である。

したがってこの画数は資本集約度 (k)にも依存するが，①能力利用度削〉の変化，

@能力一定のもとでの販売高単位当り粗売上利潤〔共通費をふくむ)(1-1(，)の変化の

二つによって動かされる。後者はスタインドルtよれば，上の利潤函数の「パラメータ

ー」のであり，競争のもとでは利潤函数はもっぱらこのパラメ タ← (1-1(，)の弾力的

変動によって左右される。 それに反して寡占では①の能力利用度(叫の変化によって

利潤率が動かされる。スタイソドルの超過利潤の概念が能力利用度(u)の不変のもとで

の純売上利潤を指すのとすると，寡占においては超過利潤は非弾力的である。だから寡

占で需要の低下にもとずいて純売上利潤が調整されるためには，非弾力的な超過利潤を

相殺するに十分な利用度(吋の低下が生じなければならない。過剰能力の増大を意味す

る利用度の低下は投資に阻害的効果を与える(ここにスタイ γ ドルの停滞的投資理論の

基礎が見出される〉。

(の ととろで(2)弐忙おいて寡占産業の限界企業の超過利潤〔めはし、かにしで決定され

るのか P スタインドノレはこれを産業聞における同一規模の企業のあいだの利潤率民均

等化によって説明する。

ところですでにみたように(前稿 E注 7審照〉

$=u十 g-C

~U 十.z c，) 
した坊主って

たSつz~U (4) 

(2)と(4)より

，~皇三KD 'u-~2 一 一k Z 

=手jcト K，)号 的
4} Steindl， Maturity aηd Stagnation in A畑町icanCatital日叫 1952，p. 111，宮崎議

一他訳「アメリカ資本主義の成熟と悼帯J138へジ。

5) Ibid.， p. 46.同上.58へージ。
6) 利潤串均等化をもたらすエントリー(または流山〉にさいして企業の収益性のメルクマールは，
総資本利潤串c，)であるか，ぞれとも自己資本利潤率ゆ〕であるか ?(eについて本稿脚註3)参照〉
ρとeとの関係はつぎの通りである。

ρ~gC，-r)+r (1) 

スタインドノレは利潤串にはtを用いている (Steindl，ot. cif.， p. 67，邦訳. 87ベージ〉。し
かし利潤率が規模別に比較されたりするととろから明らかなように，企業のエントリー〔または
流出〉の際に問題となるのは経営のパフォーマンスであり，そのかぎり利潤串もそのメルクマー
ルとしての利潤率である eがとられるべきである。 tをとればそれは資本構成(スタイ Yドノレが
し寸資本調達力比串gの選数〉や惜ス利干草の相違によっても左右される(小宮隆太郎，日本に
おける独占と企業利潤. r企業経済分析J135-6ベージ， 星川順一，現代独占と規模BU利益率，
「経世評論J1962年 6月号. 51-52ベージ〕。
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第3図

第 95巻

I 

(1941 

古央的な利潤率均等の法則で

仮定されたように，競争では企

業のエY トリーの自由すわなち

すべての資本の完全な移動可能

性が認められる。だが寡占にお

いては資本の稀少性の点でも技

術的機会の点でも，異った資本

の聞に相違が存在する九スタイ

ンドルは一応，同一規模の企業

問にだけ資本移動性を認めて日

の決定メカニズムを示そうとす

56 

。。
総資本の規模および産業の種

類によってすべての企業を桝目

型に分類すると，第3図のよう

である。 A産業では規模は I

〈最小規模〉から v(中規模〕

の範囲にわたっている。規模 I

の企業は正常利潤のみを得て超

過利潤をもたない(たとえば利

潤率 5伯〉とすると> A産業の中規模 CV)の企業は費用格差にもとずいて利潤率〈た

とえば10勃〉が決定される。中企業壱限界企業とするM産業では，中企業の利潤率，間

接的に超過利潤は，規模Vの企業聞における利潤率均等の法則によって決定されるく利

潤率10%)。以下同様にして利潤0全構造を決定することができるはずである。

第 3図では親模別利潤率格差が存在すると仮定したが.とれはEしいであろうか P

規模別利潤率格差は，超過利潤と資本利潤率とのあいだに完全な正の相関関係壱前提す

ることを意味する。

売上高;fIJl間率がつぎのように表わされるものとすると，
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喝-ーは産業聞の示即間率均等ヒを示す，‘

v 

z 

(4)〉

7) Steindl， Maturity， p. 67.邦訳， 87ページ。 Steindl，S:問 alland Bz"g Bus同町s，1947， 
Chap. 1， pp. 4-5，邦訳I 11-12ベーν。

8) (4)式ではfは超過利潤売上高の比率を示すものではなく，限界(最小規模)企業が得る正常
利潤をも含むロそれにたいし J-S ベイ γはつぎのような売上高超過利潤宰を用いる。
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総資本利潤率 eはfとつぎの関係をもっo

，~十f

(!95) 57 

-)
 

5
 

(
 

これはまたつぎのようにも表わされる。

e=R・f

ただし R は年売上高対総資本比率( 種の総資本回転率〉である。

(的式の両辺の対数をとると

log e=log R十logf

総資本規模Zにかんして微分すると

de I dR J ~. df I 
I，~ ~~ /R+-'竺./fdZj'~dZ/"'+ a! 

eが規模に応じて増大する条件は

dR 1 D'  df 1 が R+zzf〉口

-新f〉-32/R(7)
ところで腕高単位当り費用(九+与)は規模に応じて減少する函数であり，こ

(6) 

れをスタインドルにしたがってF(Z)で示すと101
f(Z)~l-F(Z) 

したカずヲて

df 1，--F'(Z) _ -F'(Z) 
dZj' 1 F(Z)ーで工=二千

F(Z) 
(8) 

また売上高齢比率(R)は十帰されるように.Zにかんして減少函数叫であるか

1'=三二C-I
S 

ただしSは販売高.Cは費用.1は自己資本の計算利子。ベイゾでは正常利潤しか得られないと
き，

P=o J. S. Bain， .' Relation of Profit Rate to Industrial Concentration: 
American Manufacturing， 1936-19!lO" I The Quarterl;y Journal 01 Econo刑 ics，
Vo1. LXV， No. 3. Aug. 19日

9) 本稿 V(3)式参鳳 R~す
10) Steindl. Small and BiC Business， Chap. 3. A. pp. 25-34，邦訳， 54-74へージの

11) 註のからあきらかなように
R'(Z') dk 1. du f 

二去チ主手一=- '";';" !k+ '";;; fu Eヨアすz/ 万z/
左辺の減タ率を左右するのは主として，右辺の第1項(資本草拘置の増大事〕である。第2項

の要因(能力利用度〕だけでは左辺の大きな変動を説明することはできな」、。 Ib，"d.，pp.22-24. 
邦訳， 49-52ページω



58 (196) 第 95巻第2号

dR I ~__ R'(Z、
ら，苦何時苦ナであらわされる。したがってゆと(8)より

二手企>-ZZL
育局一1 ....，....，ノ

とれを変形して

F'(Z) I R'(Z) 
F(Z了 1<育分I'~ヲナ (9) 

左辺の古-1は費用利潤率〔費用問視上利潤の比率〕であり 規模 叫

て高まる。かくして. 'が規模につれて増大する条件は，く費用 売上高比率〉の減少

率を，く売上高ー資本比率>の減少率(なかんずく資本集約度の増加率〉で害Iったもの

が<費用利潤率〉を上まわることである o 規模と共に費用利潤率が高主るにつれ，資

本集約度の上昇をともなえば，売上高にたいする費用の比率の減少率がかなり大き〈と

も利潤率が高まるこ Eはますます困難となる。

かくして規模の増大に応己て売上利潤率(f)と資本利潤車〈のとが完全に照泌すると

しづ必然性はなししたがって経済全体の規模別利潤率格差を確定することは不可能で

あると結論される叫。だから議論は，寡占的限界企業の利潤決定だけに限られる。

12) ベインは.1935-40年にわたるアメリカの統計 (NationalResources Committee， Struc 
ture af the American Ec岡田ηiy，1939; Securities and Exchange Commissions， 
Survey 01 A隅 e的 canListed Coゅorations，1936-40)から，企望書規模と利潤串〔自己資
本利潤率p)とのあいどに，銃計的に意味合もフ正り相関関慌がみられないという (Bain， 0ρー

日 t.，pp.321-2)。

第 4凶 アメリカにおける法人企業の自己資本利益率(税引き前) : 1932-1942 
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小宮隆太郎j 日本における独占と企業利匹 「企業経済分析J641ベ ジ。



寡占と「差額地代」的価格原理 (2) (197) 59 

しかし別の統計では戦前も戦後もアメリカでは自己資本利潤率がほぼ規模と共に上昇すること
を示しているく1932-42年第4図， 1951-58'包第5困， 1931-36年第1表〉。スタイソドルによれば，

これは大企業が本文でみたような利潤率低下をもたらすほとの規模肱大に遣していないからだと
いう (Steindl.Small and Dig Business. pp. 30， 34.邦訳， 64. 73ページ〉。

第 5図 アメリカの法人企業の自己資本利益率(税引きf後) : 1951ー1958
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以下 I _ I J _ } _ I I I J_ _( L _ L j 以上 く単位百万ドル〉
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1951， 195.3の2.5-5方ずルのグループは2.5万ドル以下を. 1-2.5百万")レ
のグループは 2.5-5百万ドルのグループを， 10-25百万ドルのグループは
25-50百万円レのグループを. 100-250百万ドルのグループは250'百万")レ
U上を，それぞれ合U'.同よ書. 142ベ ジ.

統計の資料はそれぞれ①〔第4図)J.McConnel，“ 1942 
Corporate Protits by Size of Firms "， Survey 01 
Current Business， Vol. 26， No.l， ]an. 1946;②(第

1表)W. L. Crum， Cortorate S，日eand E回初.. g 
Power， 1939;③〔第5図)U. S. Treasury Depart. 
ment， lnternal Revenue Servic鳥 Statistics01 
lncome， Cortoration lnco胡 eTax Returns (1951-
58各年度〕。

日本の企業統計(大蔵省「法人企業統計年報J)が明白

な規模別"li閏格差を示ぎない(第 6図嚢照)理由は.まず
小企業ほど資本回転車(6)式におけ石 R)が高しと

〈に資本集約度(5)式における k)が小さくなるからで
ある。また大企業白ど資本構成(註 6)の(1)式gの連立盈〉

が高いからであるo さらに変動費 CK，)を構成するー要素
たる賃金が規模別格差を含んでいるからである。これらの

要因は1950年以後の日本の高度成長下の企業状況を反匝L
たものでるる〔芦沢彪宿，高成長下における企業の収益性

について.I企業経済分析J76-109ベージ。星)1111恒一，前
掲論文. 52-54ページ)。

第 1表アメリカの株式会社
における白己資本利潤
埠の1931-36年の平均

A 11D  。 -17.2 11.1 33.5 
50 5.2 9.4 16.5 

100 2.4 9.4 -13.0 

250 0.3 9.4 9.7 

500 0.8 9.5 -9.3 
1. 000 1.6 8.8 7.3 
5，000 2.5 9.31 -6.0 
20，000 2.5 8.2 -5.4 

50，000 3.6 7'1 一2.0

Aは規模別圭株式会社. 1は収
益のあった株式会社.Dは虻損
の株式会社。規模陪艇の最低限
度:資産1.000ドル。
Steindl， Small and Big 
Business. p 岨，邦訳.8-89 
4 ージより



~O (198) 第 95巻第2号

(3) かくして「差額地代J的価格原理はー産業の枠壱白けだして産業聞にもひろげら

札， (2)式の寡占価格が確定されるはずである o

ところが実際にはスタインドルは寡占価格についてつぎのような不満足な結論に到達

せざるを得なかった。

『ひじように高度の集中化がすすめばすすむほど，ますます売上利潤は恐意性のつよ

いものとなる。価格の体系および売上利潤の決定にあたって，怒意性の要因はより高度

の集中へと資本主義が発展するにつれて増大すると判断してよい13)oJ 

このようにあいまいで不確定性にみちた結論が道かれるのは.スタインドルの寡占メ

カユズム論が以下にみるような問題点を含むためと思われる。

vl 寡占のメカニズム

超過利潤を固定させ，価格を下方に硬直させる寡占メカニズムはλ タインドルによれ

ば①トランスファー・メカニズムの制約，②エY トリーの障害から成る。

(1) 寡占のもとでも競争の内的圧力の原動力たる費用格差がなくならないかぎり， ト

ランスプアー・メカユズムは潜在的に働く o しかしスタイy ドルによれば，イノグ広ー

シ zン メルーズムによる利益は，寡占では，販売努力のために必要なヨ λ トに比べて

十分大きくはなく， Lたがってトランスファー メカニズムは実現しない。とのように

第6図 日本における法人企業の自己資本利持率 1953-59の平均個

~I 製造業
301 
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、一、、、 税引古前
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、、一、一、、、、、、

E 百
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v 

15 0 151 0 0 1501 9 0 

小宮陸太~~J 前掲論文， 139ベ【ジ。
13) Steindl， Maturity， p. 69.邦訳.R9-90ベ-90 

合上 野晶万円〉



寡占と「差額地代」的価格原理 (2) (199) 61 

費用節減(または費用格差〕と販売努力とのバラY スにおいてトラ γスファー・メカユ

ズムの制約を論ずる点にスタインドノレの寡占論の特徴がみられる。

ところで寡占において費用格差と販売努力とのバラyスを後者に傾ける要因は何であ

ろうか? パヲンスの両極たる費用格差と販売努力の動向について，それぞれ検討して

みよう。

( i ) 競争的トラ γ スフォメーツョンの有効条件であった叫費用格差は販売努力に対

G，相対用に小さいだけでなく，実際絶対的にも縮少するだろうか予 ダウニーはは勺

きりとこれを認めているが， λ タインドノレの場合判然としなLゆ〉。
¥ 

11.5 
13.0 

16.4 

11.8 
14.2 
15.6 

13.0 ーユ5.9一」旦主
上の数値は各産業の能率の標準偏差値を算楠

平均して得られたものである。*印はー企業の
エントりー壱もつ。 Downie，The Compe. 
t{#ve Process， 1958， p. 166， Tabl~ 11より

ダウニーはイギリスの生産セシサλ

を資料にして， 1948年において集中度

の高い産業ほど能率問の格差が小さい

ことを市しているく第2表)0 

かれは，能率格差〈したがって費用

格差〉がこのように縮少する要因とし

て，イノヴェ-'./まミノ・メカニズムそ

のものの弱化壱あげている。ダウニ

の理論によると， トラシメファ

メカエズムがイノヴ民 三ノ胃 Yr刺激するものであるかぎり，集中化が確立してそれが

弱まると，イノグェ}シ毘ン・メカニズムも衰える町。かれはこの傾向を実証するもの

として第3表を掲げている。

第 3表によるとたしかに初頭の相対的生産性にたいする生産性変化の回帰係数ははっ

きりと集中度や競争制限の度合に応じて変化しているiぺすなわち1935年に生産性の高

かった企業があとで生産性が相対的に低くなるとし寸傾向は，集中と競争制限の度合が

低い産業ほど強い湖。

だが生産性の構造的変化〔相対生産性または生産性格差の変化〉が集中度の高い産業

で小さいという事実から，ダウニーのように寡占のもとでイノグェーショ V の作用が弱

14) 前稿，前掲誌， 64ベ戸ジo

15) もっとも「小企業と大企業」では，大企業が技構造歩を無視する点を強調L口、る (Steind}.
S附 alland Big Business， pp. 63-65，邦訳， 132-137ページ〉。

16) 前稿，前掲誌， 94-ベージ註6)参照。
17) J. Downie， The C酬明etitiveProcess， 1958， pp. 105-107， 121 
18) lbid.. p. 190 
19) この傾向は決表によって一層はっきりと示寄れる。

1935年に生産性の高かヲた企業が， 48年でも高い生産性をもっという傾向は，集中度のゆるいと
とろほど~~~'0 
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まったりお〈れたりすると

結論できるようには思われ

ない叫。 〆ウ= は相関係

数 γがマイナスに在ること

だけをイノヴェーシ翠ンと

解している叫が， それはか

れがイノヴェー γ ョシ壱

「弱者が強まれ強者が減

がる」町とみているからに

ほかならなし、。そう理解す

るかぎり，集中度が高い産

業ほど γの絶対値が小さい

から，イノグェ ジョ Yは

第 95巻捕2号

第3表産業グノレープごとの相対的生産性(P，，(p，刊〉

と生産性変化(P"fPω〉との関係

集 中 度 | 係 数 | 関 空 醸野球時量定[総計

高度 |ajγ1-o田| -0.38 
bβ ー1.7 -l.6 1.7 

la17| 一050| 0.43 
中度 b ) s I -l.8 -3.3 -2.1 

低度 |:j J 111|  
-0.49 
3.1 -2.9 

総計 |:iJ| 二iF|
0.45 
2.9 2.3 

rは相関係数.sは回帰保数を示す。
Ps~， P48はそれぞれ1935年. 1948年の各企業の生主性。
1'35は1935年における各産業における平均生産性。
r. sの数植はそれぞれ.16産業の数偵を集中度区分。競
争制隈宜区分ごとに茸術平均したもの。
J. Downie， op. cit.， p. 189， Table 18より

電電まっているようにみえる。

だがさきに(前稿m(2))のベた寡占的イノヴェーシ g ンは，ダウニ一志向、う競争的イ

ノヴ z ージョンにおける Yより大，より正確には T>0 でなければならなL、。〆ウユー

め統計では寡占産業でも γはプラスになっていないが， γの負の絶対値が競争産業より

も小さいのは，このことを反映しているのではないか?

では費用格差の縮少をどう説明したらよいであろうか? それはトランスプァー・メ

カ=ズム(絶対的集中)が進行するかぎり起る事態だと解される。しかしこの競争的メ

カユズムは，集中度を高めて競争そのものを否定してますます自らの作用を弱める性格

様子iょ
マー

菩
度 セメ

業 17ρmt"除中財産 業|

1111J;円ド

靴

革

物

袋

ツ品アスウ 0.53 
-0.06 
0.32 
0.13 
0.16 

Downie， op. cit.， p.190， Table 19， 叩 山 .lJ.:J向 >aυ1~ 0 ~..:..払

って変形

:20) T仇d.，pp. 132， 187， 190.吉田昇三 I競争独占と経開尭展J1959竿. 209-219ベージ。
21) Downie， op. cit" p. 188 
:22) [ot"d.， pp. 187-8 
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をもっている。己のことを考慮するならば，トランスファー・メカニズムの速度が落ち

るにつれ，費用格差の縮少も弱まる傾向にあると思われる。

(ii) 費用格差と販売努力とのパランλ 合後者に傾けるものとして考感Fべきもう一

つの要因は，販売努力の増大である。版売努力が増大する原因は，スタインドルによれ

ば，寡占産業における限界企業の規模が大きいところに求められる。

(2) C i ) 費用格差と販売努力とのバランスの論理は，スタイ Yドルにあっては，一

産業内のトランλファー・メカニズムの制約のみならず，産業聞の企業の流出人 (entry

.a.nd exit)の困難を説明する場合にも貫かれている。

だがこの際エントり の困難を不完全競争の要因によって説明するスタインドルの立

論はまことに不十分である Cf小企業と大企業」では， .:c.";/トリーの制限だけでなく， ト

ランスアァー・メカニズムの制約についても，その原因を市場の不完全性に求めてい

る潤う。エントリーの障害は， トランスプァーーメカニズムの制約と同様に大規模経済

=技術的不連続性に求めzべきをである刊。

エントリーの障壁には大別して次の 3つのものがある。第 1はベイyが「絶対的費用

優位」とよぶもので，稀少な資源の所有特許・営業上の秘密技術ならびに管理上の

一般に優れた知識にもとずく費用上の優位。第zは生産物差別化，第3は前述の大規模

の経済である。第 1の障壁は伝統的な独占・寡占理論で扱われてきたものである。しか

しベイ γの実証によるとそれは実際にはあまり重要な役割壱もってい'"目、問。第 2の市

場不完全性は不完全競争理論の中心的要素であるが，品質競争を障壁とみるよりも競争

的とみるほうが事実に近いと忠われる問。結局規模の経演ないし， 必要資本額による障

壁が重要なものだとみられるべ

C ii) スタインドルはエントリーの障害から，さきに自ら仮定した利潤率均等化壱幻

想だとする則。①固定設備の拡大と共にひとたび投下された資本を回収する可能性はほ

23) Steindl， S制 alland Big Business， Chap. 2. B. p. 18，邦訳， 40-42ベータ。
24) P. Sylos-Labini， OUgotoly and Technical Progress， 1962， pp. 88-105; J. S. Bain， 

“Conditions of Entry and the Emergence of Monopoly". Monopoly and Com;ρe. 
tition and their Regulatio惚， ed. by E. Chamberlin. 1954， pp. 215-:.:l41; Bain. Bar. 
n酢 '5to New Co捌~petitio仇 1956; H. Speight. Economics and Indust円 al旦fficiency，
1962. pp. 232-254;鎌倉昇「価格ー競争独占J1958年 101-3ベージ。

25) Bain，.Barrie悶 toM師。 Comtetition，Chap. 5; F. Modig1iani， "New Development 
on the Oligopoly Front". journal Of Potitical， Economy， LXVI， Ju立e，1958， P 
231 

26) J. M. Clark，“ The Use of Diversity: Compet注目eBearings of Diversity in 
Cost and Demand Functions"， A刑 e門 canEcono隅 icReview， Vol. 48， p. 475; L. 
Abott， Quality and Competition・A'脅 Essayin Econo剛 icTheoη， 1955， pp. 111-112 

27) Sylos，噌 cit.，p. 9; K. Marx， Das Kapital. Bd. 1， Kap. 23 
28) Steindl. Maturity， pp. 67-68，邦武 88-9ベージ。
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とんど存在しないため， 産業からの流出の可能性は少ない。 ただ②新しい貯蓄につい

てのみ，しかもほぼ同様の規模の企業のあいだに利潤率の不均等がきわめて大きい場合

だけ資本のL ントリーを誘う可能性が認められるにすぎない。かくして寡占価格の決定

要素の一つであ呂寡占産業内の隈界企業の利潤率はたしか忙 定限廿制約される忙して

も，それはきわめて不完全かっ不確実なものとなる。

(3) うえにみたスタイ γ ド，レの寡占メカニズム論の問題点を要約すると，以下のよう

である。

まず，スタインドルには.市場の不完全性が寡占の要因として重視されている。とれ

では市場形態論におけるかれの寡占概念叫と根本的に矛盾することになる n

結局問題は，寡占壱もっぱら「競争の機構に投げこまれた砂利」叫とみるところに集

約される。つまりかれは寡占メカニズム壱，ただトラシスファー・メカニズムおよびエ

ントリーを制約するものとしか理解しない。

この「砂利」的寡占観には，おそらく寡占産業は少数の大企業のみから成QU、うこ

とが前提されていると思われる。すでにみた①集中町進行による費用格差の縮少，②寡

占産業内の限界企業の規模の土井による淘汰のための販売努力の増大は，まさしく少数

間競争にあてはまる事態にほかならない。小規模の企業がほとんど淘汰され終った少数

間競争はたしかに寡占の一つのすがたである。しかし，只タインドノレの寡占論が，タ

ルノー以来の古典的な寡占理論によって前提されていた戦略的反作用関係叫均、ら田町切

っていない原因は，この少数間競争論にある。かくしてそれは寡占価格の下方硬直性を

説明することはできても，その上限壱画することができない(このことはスタインドル

だけ Cなしアノレ コスト理論叫を古めた従来の寡出理論に共通する問題点 Cある〉。ス

29) 前稿，前掲誌， 56ページ。すでにくりかえし述べたように，本論ではあくまでも異質的寡占を

同質的寡占から区別する。
30) Steindl， o.ρ. at.， ];1. 55，邦訳， 71ページ。

31) ょをディリアユ「よれば，グールノ戸のそデル~.":おける企業は「疑心暗鬼のなかで特動する」

(E. Modigliani， "Reply"， The lournal 01 Political E印 nomy.Vol.. LXVII， p. 

419)。推測的即応曲腕はうたがわしさにたいする反応と沿寸極端に心理的な概志であるくSylos，

op.白 t.，pp. 19-20， 32. 34)。
32) プノレ コλ ト原理による剛怖は抗のように表わされる。

P=K1+臼'+q")K1 (1) 
P=K1+qIJ (2) 

ただし平均変動費を K"固定費のための付加率を q'，利潤のための付加塁手q"とする。
この価格設定原理は大企業の慣行にそっているかぎり，不完全競争論より現実にそ〈している

といえよう。だが理論的に根本的な問題を残している。
第"こ，本論で重視する費用楕差が企業のあいだに存在するところでは，価格がどの高さに決

まるのか不確実となる (Sylos，Op. cit.， p. 25)。
第2に，マーク アyプ率の qとくに q"の大きさが説明されない(以下を参照〉。



寡占と「差額地代」的価格原理 (2) (203) 65， 

タインドノレの価格理論が不確実性に陥いる原因は，結局ここにあるように思われる。

VII 寡占価格の下限と上限

(1) 寡占産業のもう一つのすがたは犬企業正小企業とが麗争的に共存する関係であ ';0

寡占壱高い集中度によって定義する際，集中度の指標としてふつう上位数祉の比重やジ

ニの集中指数などが用いられているが，それらは寡占産業における下位の小企業層の地

位を十分に表現していないぺ小企業の比重壱統計的に実証することは困難だが，実際

には限界企業は必ずしもすべて大きいものではなしむしiろ小規模である場合が多いよ

うに思われる叫。 H ・G ・グアヲタ は，弱小企業の取巻きが指導的な大企業グループ

と継続的に共存している布場すなわち「指導的グループ産業J(dominant←group indu-

stries)叫壱典型的な産業パターンとみてsケース・スタディの中心仮説としている。以

下にみるシロへベイ人モディリアニの rS-B -Mモデルji~) tむこの寡占概念をとり

あげることによって，スタインドルにみられた理論的恋意性からのがれようとするもの

である。

(2) S-B-Mモデルは，ヴァッターのいう「指導的グループ産業」に才品、てもトヲン見

ファー・メカニズムが制約されるしくみを示し，これによって価格の下限L下方夜直性〉

壱説明する。そこでは， たとえ限界企業が小さくとも， それを駆逐するための販売努

力が大きくなれ淘汰戦を敢行することが大企業自身にとって不利となる。これを以下

に， Vロスの倒的にしたがって示そう。

一産業の費用構造と初頭の産業構造はそれぞれ，第5表例(b)に示されるものとする。

これは技術が三つしかないこと〈技術的不連続性〉を反映してし喝。なお初頭の価格

者与20とする。

Hal1 and Hitch，. .. Price Theory and Economic Behavior "， Oxford Studies in 
the Price Mechanism， ed. by T. Wi1son arid P. W. S. Andrews， 1951.-pp. 113. 120; 
P. Andrews， Manujacfuring Business， 1949， p. 153f.; R. Harrod， Eco削 micEs-
says. 1952， p. 161 f.; Sylos. ot. cit.， pp. 23; 25， ，81:;柴田義ー，現代価格理論における若
干の問題点，北海学園大「経済論集J10号， (昭和37年4月)，7-2ベータ。熊谷尚夫，寡占理舗の
話題②， rやさしい経済学Jr日本経済新聞」昭和37竿12月26日。

33) 宮崎義一，独占度測定の諸問題，越村信三郎嗣「最遁の油占研究J1959年， 19曲ベージ。宮
崎義~，独占 寡占・独占的競争， r近代経済学講座 3，価格の理論J1961年， f15-131ベータ。
Sylos. 0ρ cit.， pp. 191-194 

34) H. G. Vatter， Small Entertrise and O!igotQ!Y， A Study' 01 the B'utteγ • ， Plour. 
Automobile and Glas8 Conta畑町 Indusfries，. 1955，大阪府立商工研究所訳 r+:&業と寡
占J1963年， 3ベージ。

35) Ibid.，向上， 15ベータ固
36) Modigliani， op. cit.， p. 418 
37) Sylos. ot. cit.， pp. 40-50 
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第5表但 b)

規 模 開 能 力 設備の数総固直接費華全酔業数|笛霊「吉正直孟ゾ

小企業 11C単位 1 基 1日o1 17.5 1 1.85c11 20 11C日単位 2.0uC単位

中企業 11口D口 1 基 2.000 1 16 1 18.00011 2 11.000" 1 2.000 " 
大企業 |8.000 I 1 基 24.000 I 14136.00011 1 18.000" 1 8.000 " 

シロスによれば，大企業が他の企業を淘汰するためには，そ叩企業の家動費以下に価

格を引下げねばならなし、。そのときの価格を P，(淘汰価格〉であらわすと，

PB <Kl (1)的

ことでは第 5表叫によって P，は次のように妾わされるく第5表制)。

第 5表 (叫 (i) 20の小企業を駆逐するためには価格を 17.4以下に抑え

I P，くK， ねばならないために，大企業は利潤の低下を恥。との利潤低

小企業IP，く17.5

中企 業IP，<16
大企業IP，く14

下分はシロスのいう「ストヲグノレ・コスト J(the cost of the 

struggle)聞で品り，スタイγドルの「販売努力」に相当する。

(ii) 小企業が淘汰されると. 2.000単位の市場が品け渡さ

れるが，それでは十分でないu つまめあけわたされた市場を充たすために大企業が能力

8よ80単位の設備を 1基建設して，それが稼動するならば，市場での総供給量は18.00C単

位に上る。シロスのいう「経験的需要弾力性」を 1とすると，価格は 13.3に下る叫。こ

の価格は大企業自身の変動費壱も償むなし、。

またこのとき大企業が10.000単位しか生産しないで価格の低下を避けるとしても，設

備能力の62.5%で操業することとなって固定費が増大す 第 5表 同

るく第5表制。したがって費用は18.8に上る。この場合 S' I }ら I K，fSI K， 

価格が以前と同じとしても，総利潤額は1.2X lO.000~ ."， I ，，̂" i .， i 
5.000 1 24.000 1 4.8 1 14 

12.口00となり，淘汰し主い場合の3x 8，000=24，000に比

98) しかし長期的には，最小利潤車(笹鴻〕を保話する価格でないかぎり，一般には市場を敢棄す
るにいたる。すなわちこの価格を P協とすると，長期的には Pe.<P.耐

:39) lbid.， p. 48. 
40) グロスの経験的需要弾力性(“ empiricalelasticity of demand .つは

e=J?-旦L
T2XI 

で市されるの品は低い価格.p，は高し、価格.x，は大きい産出高.x，は低い産出高とする。これ
は伝統的な点弾力性楓企とちがって有限な弾力性である。とれによヮて技術的不連続にもとず〈
価栴 数量の不宮続的変化が反映される。 経験的需要弾力性を 1とすると，全部収入は不蛮で，
価梧(P)と数量(σ7は次のように罰される。 Sは全部収入を示す。

(P)x (0ヲー (8)
20.0x 12.000、
19.5 x 12.300 I 

iE212111jz叫醐

13.3x 18.000 I 
12.0X20.000) 
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ベて減少する。大企業は，とのときにも嗣汰の利益を認めない。

要するに， Vロスにと勺て①淘汰戦のためのストラグノレ・コストと②淘汰後に「期待

される利潤増分の資本価値 (capitalvalue)J叫とのパランユにおし、て，前者が後者よ

り小さいときだけ，淘汰戦を敢行する。

かくして，大企業にとりてこれ以上淘汰をしても刺益が認められないという限界の価

格一一これが寡占価格の下限を画す。

(3) スタイY ドノレのいうように，寡占は競争メカニズムに対して「砂利」的要素壱も

っとしても，他方寡占メカニズム自体の中にも競争的側面が含まれているはずである。

いいかえれば，寡占と U、っても価格と利潤が際限なく上男ーすることはなしどこかで上

限をもつはずである。己の上限壱画するものが実はェγ トリーの脅威である。たしかに

~y 下りーは寡占で制約をうけるが，その作用壱完全にやめるわけではない。

S-B-Mモデルは「エントリーが競争者の行動に与える影響」叫を価格の上限要因と

することによって価格決定を論じるべここに ιH-Mモデルの主な功績がある。

新企業ないし他産業の企業が=;../'ト Pーを決意するのは，長期間少〈とも最低限の利

潤率が予測され，実際にも漸次獲得することである。もしプライ旦・リーダ がエント

リーを阻止しようとす5ならば，新企業に最小利潤率壱許す水準以下に価格を抑えねば

ならない。したがって，最小利潤率(費用に対して〉を Ym• それにみあう価格を Pm.

エントリー阻止価格を P，とすると.

ル (Kl+与)(l+rm)

P.， <Pm. 

かくして P慨によって寡占価格の上限がきまが九

(2) 

(3) 

γ怖を 5~もとすると， それぞれの企業のエントリーが阻止される価格は第6妻抽)の通

りとなる。

41) Sylos， ot. cit.， p. 49. 
42) Modig1iani，" New Developments "， .The Journal 01 Political Economy， Vol 

LXVI， 1958. p. 216 
43) Vatter. o.φーαL男市も 151-162 ~ージ。スタイソドノレはエジトリーの脅威を認めていたに

もかかわらず，寡占メカユズムを扱う際にこれを忘れてしまったようである〔前稿 I(3).前掲誌，
57ベ戸ジL

44) ぞディリア=は価格の上限をグラフで示している(第6図)0acは潜在的参入者の費用曲線で
技情的不連蹄性を反映してし司ロ DDはー産業全体の生産物にたL、する市場需要曲揮を示す。
(A)図の acを軸ごと右へ平行啓動し acがDDの右側で接するところで止めると.(B)図と
なる u 移動した縦軸と DDとの交点Eにたいする価格 P。が上限価格であり .X.がそれに対応
する臨界産出量である。もし価格を P。より低ししたがヮて産業の産出量を X.よりも多〈す
ると，潜在的新企業の acはどこにおいても DDより下になることはなしエントヲーは有利で
はな〈なる(，)図参照〉。
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第 6表 制 第 6表

1 P，くPm 規模|

小企業卜九く19，4 小企業 123 12，300 
中企業トP く18.9 中 企 業 2 12，000 

大企業Ip，く17.8 大企業 1 1 18，000 

γ ロλの経験的需要弾力性壱ここでも lとするへいま価絡が19.5で，産業構造が次

のとおりとする(第6表ω〕。

とのとき，淘汰もエントリーも起らない均衡が保たれている。もしプライス・リーダ

ーが価梅を 19.5以上にあげると，エントリー壱誘発する。

(4) かようなトラソスファー・メカニズムやニヰントリーの制限は，①市場の絶対的な

大いき，①需要の弾力性，@;技術，④機械や変動要素の価格仁よって左右きれるべ

第7園臨界価格の決定

P.C (A) 

45) 註40)参照。

D 

時モコC

0-一一一-35vv、 X. 

P十 D C 、
~~ (B) 

___ ，a 

p，ト一一一一四一一一一一一一一一一三ヰ司-ー園、

九十一一一一一一一---~-~ミε
--_D  

oL-一一--v"，司 '________.._' x 
X XIJ --x Xe 

D. 
c 

I I (C) 
a 

|ミミ-D

o du 

X X。 X， 
(Modigliani.ot. cit.， p. 219. Fig. 1より〉

46) Sylos，母 cit.，11. 50; Modigliani. ot. cit" p. 220 
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なお S-B-Mモデルにおいては， トラ Yスファーの際の既存の限界的小企業であれ，

=:/トリ←の際の潜在的小企業であれ，小企業は最小利潤率が得られるかどうか忙よっ

て行動を行っている。こうした点からみて最小利潤率は限定づけられた一種の利潤極大

化原理の概念であり，そのかぎり利潤事均等化は制限された形で作用するものと考えら

れ"。それは利子率に規定されてい o(ツロスピおいては同値〉。またスタイ Y ドルとち

がって ιB-Mモデルでは，寡占産業の限界企業も小企業であるから，超過利潤(s)は

Oとみられる。

S-B-Mモデルは，たしかに「競争企業の市場加入の条件を超過利潤に関連させた一

般的な結論に終った」的にすぎないないように思われる。しかし，す〈なくともシロス

tあ4 ては. .=t:.:;/ト 9ーと淘汰の歯止めとして従来言われてきた自然的法制的な障害以

上に，既存企業の側の価格・産出量政策に重点がおかれていることに注意が払われるべ

きである。

むろんこの大企業の価格，産出量はただの政策ではなし、。エ:/1-Y の阻止であれ，

トラY久ファー・メカユズムの制約であれ，ピソグ・ピデネスの政策の意味は，それが

技術的不連続性に根源をもっているところにある。 'J'企業正大企業の競争関係を「同質

的寡占の本質」とし，また「寡占は純粋な経済力 (puTelyeconomic forces)の所産で

あ志J叫というのも，まさしく技術的不連続性壱指すものとみられる。

かくして，ピザグ ピジネスはュγ トリ にたいして寡占政策をと zだけではなく，

自ら小企業を温存している叫。そのかぎり「大抵の場合， 異った規模の企業の共存は比

較的安定しJIG)，産業の構造ほ固定的となる。

VJI[むすび

λ タインドルが提起した寡占における超過利潤固定のメカ三ズムほ S-R_M毛デルに

補われ，ぞれによって『差額地代」的価格原理はより明確となる。だがとにかく寡占利

潤の源泉は古典的寡占利潤論がし、うような搾取にあるのではない。技術革新にともなう

トヲンλ フォメーショ Y過程に注目するこの価格原理は産業の構造変化を扱う点で勤態

的でかつ，従来の静態的寡占論よりも長期論である。

しかしここでは生産物の異質性は捨象されている。扱われるイノグェーシ zンも同ー

ないし同種の製品にかぎられ，新製品の発明があまり旺盛でないときにかぎられる。 だ

.47) 柴田義一.前掲論文，前掲誌.76ページ。
48) Modigliani. ot. cit.. p. 230 
-49) Ibid.， p. 224. 

sO) lbid目

〆
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から産業そのものの生成をもたらす技術進歩は直接扱われなし九時聞のファクターにつ

いてもよりE確を期するならば，長期とし、うよりもむしろ準長期と限定される。けだし

産業の生成消滅をひきおこし，長期のコンドラチ手 7 ・サイクノレの起動力となるイノヴ

ューションと区別される技術革新吾問題とする際の時聞はそう長くはなb、。本論での寡ー

占的価格原理壱構成する寡占的イノヴェ-1/，..:/やトラ y スファー・メカ=ズムおよび

エントリーの制約は，直接にはスタイY ドノレやダウニー，ベインが対象とした両大戦間

の比較的停滞した経済に確定づけられている。そのかぎり戦後の統計からの確定づけが

行われる必要がある。 S-B-Mモデムでも，需要の成長〔需要曲線の右方Yフト〕は無

視されているが，それも多少停滞的な経済を暗示するものといえよう。その点戦後の経

済(と〈に戦後の日本の高度成長)における有効需要の動向が把握されねば担らなし、。

(完〕


